
第8期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シート

項目名 細目名
目標を設定するに至った
「現状と課題」

第８期計画における「取組」
「目標」

（事業内容、指標等）
中間

見直し
取組の具体的な実施内容、実績

自己
評価

評価の理由 課題と対応策

戸田市
②給付適
正化

給付実績の活用に
よる適正化

本市の高齢化率は、全国平均と比
べて低いものの、高齢者人口は増
加の一途をたどっている。第８期
介護保険事業計画における介護保
険料は、県内でも高い状況であ
る。今後も高齢者人口の増加に伴
い、介護や支援を必要とする高齢
者の増加が予測される中、必要な
介護サービスが、適正に提供され
るよう取り組む必要がある。

介護給付適正化の推進

介護給付費適正化事業
　①認定調査状況チェック：全件実施
　②ケアプラン点検：年３事業所で実施
　③住宅改修、福祉用具購入・貸与調査等の
点検：住宅改修について、事前申請時に全件
点検するとともに、状況に応じて実地調査を実
施
　④医療情報との突合・縦覧点検：全件実施
　⑤介護給付費通知：年１回実施

なし

令和４年度介護給付費適正化事業
①認定調査状況チェック
　全件（2,749件）実施した。
②ケアプラン点検
　３事業所で実施した。
③住宅改修、福祉用具購入・貸与調査等の点検
申請時に全件（417件）実施した。
④医療情報との突合・縦覧点検
　全件実施した。（突合2,028件、縦覧点検2,361
件）
⑤介護給付費通知
　年１回実施（3,298通）した。

◎
介護給付費適正化事業（主要５事業）はす
べて実施でき、返戻処理等につなげること
ができた。

・適正化につながっていることから、事業を引続
き実施する。
・縦覧点検時に散見された請求誤りについて、
原因を分析し、請求時の確認作業等の実施を
事業者に促すといった対応が考えられる。

戸田市

①自立支
援・介護
予防・重
度化防止

地域ケア会議の開
催

・地域包括ケアシステムの構築の
ために、介護サービスに限らず
様々な社会資源が有機的に連携で
きる環境整備が重要であり、この
連携体制を支えるには多職種協働
によるネットワークの構築不可欠
であることから、地域ケア会議を
通じてネットワーク構築を推進す
る必要がある。
・地域ケア個別会議の積み重ねを
通じて、共有された地域課題を地
域づくりや政策形成に結び付けて
いくことが求められる。
・本市では令和２年度から自立支
援型地域ケア会議を市主催で始め
たが、検討事例数がまだ少ないた
め、定期的に会議を開催し、多職
種の専門的な視点に基づく助言を
通じ、参加者に専門職（助言者）
の多角的な視点の気づきやアセス
メントの能力を向上させる必要が
ある。

・地域ケア会議の強化

自立支援型地域ケア会議の開催

　　　　　　　　　　R3　　　　　R4　　　　　R5
開催回数　　　　４回　　　　４回　　　　４回
３年間で合計１２回の開催

なし

自立支援型地域ケア会議の開催回数：４回

目標では年４回開催で、１回の開催で新規２事
例、モニタリング事例２事例の計４事例を検討す
る予定であり、予定のとおり開催することができ
た。

事例提供を行ったケアマネジャーからは、「助言
内容を基に本人や家族にアプローチし、より良い
環境づくりを目指していきたい。改めてアセスメン
トを行ったり聞き取りをしたりすることで、今まで見
えていなかった部分が見えた。できていない部分
を補う支援をしていたが、現在本人ができること、
これからできることを考える良い機会となった。」、
「事例提供を行いとても勉強になった。ケアマネ
ジャーとして自立支援の研修を受講したところで
あったが、研修を受けるよりも実際に事例の提供
を行う方が学びになると感じた。多忙で現実的に
はなかなか難しいが、このように自分が担当して
いるすべてのケースに向き合えたら良いと思っ
た。」などの声があがった。

◎

・事例提供を行ったケアマネジャーから、
意見や感想を聴取した結果、事例提供を
行うことでアセスメント能力の向上や、専門
職からの助言によって多角的視点を学ぶ
ことができたとの、評価を確認することがで
きた。

・令和２年度からの会議開始以降、初めて
傍聴を入れての会議開催とすることができ
た。

以上から、評価を「◎」とした。

・会議開催を継続することにより、事例提供を
行ったケアマネジャーに事後の調査（意見聴取）
を実施して、会議の良い点や改善点を確認して
いく必要がある。

・会議の目的について何を一番の目的にするか
等、会議に携わる全関係者で統一する必要があ
る。

戸田市

①自立支
援・介護
予防・重
度化防止

体操教室の開催

本市では平成28年から効果的・効
率的な介護予防の取り組みを推進
するために「週に１回以上、体操
等の活動を行う住民運営の通いの
場」の立上げや運営の支援を効果
的に行っている。

高齢者の誰もが継続して介護予防
に取り組むには、取り組みの効果
を高齢者自身が実感でき、かつ高
齢者が容易に通える範囲に通いの
場が存在することが重要であり、
虚弱な高齢者でも歩いて通える場
所で地域ぐるみで体操（介護予
防）が行える「通いの場（体操教
室）」を地域に多数つくる必要が
ある。

町会会館の活用を軸に、令和2年
度末までに24か所の会場（教室）
の立上げがあったが、まだ町会会
館全体の半数程度であるため、今
後も継続して町会会館というイン
フラを住民主体の体操教室の会場
として活用することが重要であ
る。

TODA元気体操教室（会場）の立上げ・
運営支援

新たな会場（教室）の立上げ

　　　　　　　　　　R3　　　　　R4　　　　　R5
新規立上げ　　 ３か所　　 ３か所　　　３か所

３年間で合計９か所の新規会場（教室）の立上
げとその支援

なし

新規会場立上げ数：９か所

未だ会場として利用されていない町会会館を管
理する町会長宛てに、TODA元気体操教室の立
上げと町会会館の使用についての理解を求める
文書を送付した。

既存会場の介護予防リーダー代表者に養成講座
受講希望があるか確認を行った。

新規会場（教室）の立上げの相談があった段階
で、地域包括支援センターと理学療法士と連携し
た相談体制を築くことで、相談相手の熱意が冷め
ないうちに手厚く立上げ準備の支援を行えた。

新規会場９か所のうち、新たな町会会館の利用７
か所、個人所有の建物の利用が２か所と、会場
（教室）の多様性を増やすことができた。

◎

・目標を大きく上回る数の新たな会場（教
室）を立ち上げることができた。

・会場立上げ支援については、理学療法
士を会場に派遣し、教室の運営が軌道に
乗るよう全７回をパッケージとしたサポート
を実施しており、立上げ後のフォローアップ
体制も構築している。

以上から、評価を「◎」とした。

・TODA元気体操教室の会場として、活用が未だ
されていない町会会館が約３分の１となるが、高
齢者が容易に通える距離にある体操教室の必
要性への理解の促進や会場（教室）の立上げ支
援を手厚く実施することで、引き続き新たな会場
（教室）の立上げを目指す。

令和４年度（年度末実績）
保険者

名

貴自治体において第８期介護保険事業計画に記載している内容

1


